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ー 平成23年度3次補正後予算 補足資料 ー 
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 平成23年度一般会計当初予算は約92.4兆円でしたが、補正予算において東日本大震災からの復旧・
復興に必要な経費等約15兆円の財源の一部を歳出の見直し等により確保したため、補正後予算は約
106.4兆円と約14兆円の拡大にとどまりました。このうち歳出について見ると、国債の元利払いに充てら
れる費用（国債費）と地方交付税交付金等と社会保障関係費で、歳出全体の約７割を占めています。 

１．平成23年度一般会計予算 

（１）歳出内訳 

（単位：億円） 

1 

当初予算（平成23年３月成立） 

一般会計 
歳出総額 
924,116 
（100.0%） 

3次補正後予算（平成23年11月成立） 

一般会計 

歳出総額 
1,063,987 

（100.0%） 

食料安定供給 16,346 (1.5)
中小企業対策 14,601 (1.4)
エネルギー対策 9,762 (0.9)
恩給 6,438 (0.6)
経済協力 5,003 (0.5)
その他の事項経費 110,355 (10.4)
東日本大震災復旧・復興予備費 5,657 (0.5)
予備費 3,500 (0.3)

※基礎的財政収支対象経費のうち、 

  東日本大震災関係経費 

   1次補正予算   40,153 

   2次補正予算   17,645 

   3次補正予算  92,438 

           合計  150,236 

  Ｂ型肝炎関係経費 

   3次補正予算        480 

  その他経費 

   697,721 



所得税 

134,900  

12.7% 
法人税 

77,920  

7.3% 

消費税 

101,990  

9.6% 

その他 

94,460  

8.9% 
建設公債 

73,100  

6.9% 

復興債 

115,500  

10.9% 

特例公債 

369,880  

34.8% 

租税及び 

印紙収入 

409,270  

38.5% 

その他収入 

96,237  

9.0% 

公債金収入 

558,480  

52.5% 

所得税 

134,900  

14.6% 
法人税 

77,920  

8.4% 

消費税 

101,990  

11.0% 
その他 

94,460  

10.2% 
建設公債 

60,900  

6.6% 

特例公債 

382,080  

41.3% 
租税及び 

印紙収入 

409,270  

44.3% 

その他収入 

71,866  

7.8% 

公債金収入 

442,980  

47.9% 

 平成23年度一般会計当初予算における歳入のうち税収は約41兆円であり、補正後予算においても同
額の税収を見込んでいます。また、補正予算の財源は、歳出の見直し等に加え、復興債約12兆円によ
り確保しました。一般会計予算における歳入のうち、税収でまかなわれているのは４割程度に過ぎず、
約５割は将来世代の負担となる借金（公債金収入）に依存しています。  

（２）歳入内訳 

（単位：億円） 

2 2 

当初予算（平成23年３月成立） 

3次補正後予算（平成23年11月成立） 

一般会計 
歳入総額 
924,116 
（100.0%） 

揮発油税      25,760（2.7） 
酒税           13,830（1.4） 
相続税       12,710（1.3） 
たばこ税        8,270（0.9） 
関税            7,560（0.8） 
石油石炭税      4,800（0.5） 
自動車重量税    4,470（0.5） 
その他税収      4,270（0.4） 
印紙収入       10,240（1.1） 

一般会計 

歳入総額 
1,063,987 

（100.0%） 



２．平成23年度3次補正予算のポイント 

○平成23年度3次補正予算フレーム （単位： 億円） 

3 

（参考）財政投融資計画 
株式会社日本政策金融公庫等に対し、13,421億円を追加する。 

（注１）8月9日の3党幹事長確認書を踏まえ、復興基本方針において、「年金臨時財源2.5兆円を復興債で補てんするための償還財源について、復旧・復興事業の財源に加算し
た上で検討する」とされたところ。年金臨時財源の補てん以外の「東日本大震災関係経費」は、9兆2,438億円となる。 

（注２）為替市場のいかなる動向にも十分な余裕をもって機動的な対応を行いうるようにするため、特別会計予算総則において、外国為替資金特別会計の外国為替資金証券
発行等限度額を、23年度当初予算における150兆円から165兆円へと引き上げる。 

（注３）このほか、特別会計予算総則において、原子力損害賠償支援機構法に基づき、原子力損害賠償支援機構に資金拠出するための交付国債の発行限度額を2兆円から5
兆円へと引き上げる。 

（注４）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 

1  　東日本大震災関係経費 117,335億円

(1) 災害救助等関係経費 941億円 1-1 復興債  115,500億円

(2) 災害廃棄物処理事業費 3,860億円

(3) 公共事業等の追加 14,734億円

① 災害復旧等事業費 8,706億円 1-2 税外収入  187億円

② 一般公共事業関係費 1,990億円

③ 施設費等 4,038億円 1-3 復興財源となる歳出削減 1,648億円

(4) 災害関連融資関係経費 6,716億円

(5) 地方交付税交付金 16,635億円

(6) 東日本大震災復興交付金 15,612億円

(7) 原子力災害復興関係経費 3,558億円

(8) 全国防災対策費 5,752億円

(9) その他の東日本大震災関係経費 24,631億円

立地補助金 5,000億円

雇用関係（重点分野雇用創造事業の積み増し等） 3,780億円

節電エコ補助金等 2,324億円

住宅エコポイント 1,446億円

等

(10) 年金臨時財源の補てん 24,897億円

2  　その他の経費 3,210億円

(1) 災害対策費 3,203億円 2-1 税外収入 867億円

(2) その他 7億円 2-2 東日本大震災復旧・復興予備費の減額 2,343億円

3  　Ｂ型肝炎関係経費 480億円 3 税外収入等 480億円

合　　計 121,025億円 合　　計  121,025億円

財政需要 財源



○平成23年度３次補正予算の概要（平成23年11月21日成立） 

4 

 平成23年度3次補正予算では、東日本大震災・原子力災害からの本格的な復興予算として、「復興の
基本方針」に基づき、真に復興に資する施策を重点的に措置しました。また、 「日本経済の再生なくして
被災地域の真の復興はない」との認識の下、最近の過度な円高の影響による産業の空洞化等への対
応にも配慮したほか、Ｂ型肝炎関係経費や台風12号への対応を含めた災害対策費等について計上しま
した。 財源は、あらかじめ償還の道筋を定めた復興債の発行等により確保することとしています。 

Ⅰ.東日本大震災関係経費       11兆7,335 億円 

１．災害救助等関係経費             941 億円 

(1) 被災者緊急支援              475 億円 

○被災児童生徒等就学支援事業（県基金の３年間延長） 297億円  

○地域自殺対策緊急強化事業 37億円 

(2) 災害救助法による災害救助           301 億円 

(3) 生活福祉資金の貸付           165 億円 

２．災害廃棄物処理事業費          3,860 億円 

津波等により発生した災害廃棄物(ガレキ等)を処理するための経費 

３．公共事業等の追加         1兆4,734 億円 

(1) 災害復旧等公共事業（東日本大震災関連）             8,706 億円 

○公共土木施設等（河川、海岸、道路、港湾、漁港、農地・農業用施設等）   8,366 億円  

○有料道路、水道等 340億円  

(2) 復興に向けた一般公共事業           1,990  億円 

○道路整備事業 827億円  

○治山、水産基盤整備事業等 543億円 

○港湾整備事業、空港整備事業等 294億円 

○治水事業 195億円 

○廃棄物、水道 132億円  

(3) 施設費等               4,038  億円 

○学校施設等の復旧 1,127億円  

○大学等研究施設等の整備（東北メディカル・メガバンク計画等） 369億円  

○鉄道施設等 66億円 

４．災害関連融資関係経費                         6,716 億円 

(1) 中小企業等の事業再建及び経営安定のための融資等              6,530 億円 

（事業規模11.6兆円（※1）うち中小企業向け信用保証5兆円、中小企業向け貸付5兆円） 

○東日本大震災復興緊急保証（主に日本政策金融公庫出資金） 3,703億円  

○東日本大震災復興特別貸付等（日本政策金融公庫出資金） 2,427億円   

(2) 農林漁業者等の経営再建等のための融資等              186  億円 

５．地方交付税交付金                    1兆6,635 億円 

復旧・復興に向けた被災地の地方負担分について、地方交付税の加算（「震災復興特別交付税」

（仮称））により手当て 

６．東日本大震災復興交付金         1兆5,612  億円 

被災地方公共団体が自らの復興プランの下に進める地域づくりを支援し、復興を加速させるため、

東日本大震災復興交付金を創設、土地区画整理事業・防災集団移転事業等の復興地域づくりに

必要な各種補助メニューを一括化することに加え、復興地域づくりに必要となる各種ハード・ソフト事

業を実施可能とする使途の自由度の高い資金を確保 

 

※1 被災中小企業復興支援リース料補助による事業を含む。 



７．原子力災害復興関係経費             3,558 億円 

除染に関する経費、福島県原子力災害対応・復興基金（仮称）（※2）を創設するための経費等 

○放射性物質により汚染された土壌等の除染、汚染廃棄物の処理等 2,459億円 

○放射線治療に関する国際的医療センター整備及び地域医療の再生 687億円 

○原子力損害賠償仮払金 264億円 

○環境創造センター（仮称）の整備 80億円  

８．全国防災対策費              5,752 億円 

(1) 学校施設耐震化・防災機能の強化           2,051  億円 

○公立学校 1,630億円  

○国立大学等 270億円 

○私立学校等 150億円  

(2) 全国防災対策としての一般公共事業           2,493  億円 

○道路整備事業 1,092億円 

○治水、海岸、港湾、空港整備事業等 612億円  

○社会資本総合整備事業 566億円 

○農業農村整備、水産基盤整備事業等 223億円 

(3) その他（警察消防・自衛隊関係、医療施設の防災対策等）         1,208  億円 

９．その他の東日本大震災関係経費      2兆4,631  億円 

(1) 立地補助金         5,000  億円 

（産業の空洞化、雇用の喪失を防ぐため、サプライチェーンの中核となる部品・素材分野と高付

加価値の成長分野における生産、研究開発拠点に国内立地補助事業を実施） 

(2) 雇用対策            3,780  億円 

○重点分野雇用創造事業 3,510億円 

○新卒者就職実現プロジェクト事業 235億円  

(3) 住宅関係                3,112  億円 

○災害復興住宅融資等 1,507億円 

○住宅エコポイント 1,446億円 

○フラット35Sの金利引下げ 159億円  

(4) 節電エコ補助金等                 2,324  億円 

（一般家庭や中小企業等における省エネや節電を支援） 

(5) 水産業の復旧・復興                1,576  億円 

○漁業・養殖業復興支援事業 818億円 

○水産業共同利用施設復旧支援事業 259億円 

○漁場のガレキ撤去等 168億円   

(6) 自衛隊施設及び装備品等の復旧等                1,470  億円 

(7) 森林・林業の復興                 1,400  億円 

○森林整備加速化・林業再生事業 1,399億円 

(8) 医療、介護、福祉等                 1,231  億円 

○地域医療再生対策 720億円  

○生活困窮者対策 202億円 

○介護等サポート拠点の設置・運営等 119億円  

(9) 自立・分散型エネルギー供給等に拠るエコタウン化事業        840  億円 

（東北地方を中心として災害に強い自立・分散型のエコタウンを作るため、現行のグリーンニュー

ディール基金を拡充） 

※2 放射線治療に関する国際的医療センター整備及び地域医療の再生、環境創造センター（仮称）の整備に加え、重点分野雇用創造事
業、企業立地事業等を含めた福島県原子力災害対応・復興基金（仮称）の総額は3,840億円程度。 

5 



6 

９．その他の東日本大震災関係経費（続） 

(10) 中小企業対策（※3）                     452  億円 

○被災中小企業復興支援リース料補助 100億円（※1） 

○戦略的基盤技術高度化支援 50億円 

○被災地域産業地区再整備 49億円 

○中小企業再生支援協議会事業 45億円 

○グローバル技術連携・創業支援 29億円 

○海外展開を行う中小企業の経営基盤強化 25億円 

○経営資源融合を行う中小企業の資本力強化 20億円  

(11) 復旧・復興に向けた教育支援等                         411  億円 

○高校生修学支援基金（授業料等減免・奨学金）の３年間延長 189億円  

○被災私立学校等復興特別支援 83億円   

(12) 資源の安定供給確保                      283  億円 

（産業の空洞化を防ぐため、レアアースの安定供給確保等を図る） 

(13) 警察・消防関係                        229  億円 

(14) 農業関係                        197  億円 

○配合飼料価格安定対策 97億円 

○被災農家経営再開支援（ガレキ処理） 21億円 

○耕作放棄地を活用した営農再開等の支援 17億円  

(15) 世界に開かれた復興                       177  億円 

○アジア大洋州地域及び北米地域との青少年交流 72億円  

○防災分野における国際協力促進 42億円  

○被災地における国際会議開催 1億円  

(16) 災害に強い情報通信ネットワークの構築等                      169  億円 

(17) 震災関係資料の収集、デジタル化の促進、被災実態調査等                      28  億円 

(18) その他                      1,953  億円 

○福島県等再生可能エネルギー研究開発拠点整備事業 676億円  

○東北地方の高速道路の無料開放 250億円 

○石油等の安定供給確保 243億円 

○省エネルギー分野等の革新的技術開発  150億円 

10．年金臨時財源の補てん           2兆4,897  億円 

1次補正予算において活用した、基礎年金国庫負担２分の１と36.5％との差額に充てるための年金

臨時財源2.5兆円の補てん 

Ⅱ.その他の経費                     3,210 億円 

１．台風第12号等に係る災害対策費                      3,203 億円 

公共土木施設等（河川、海岸、道路、港湾、上下水道、漁港、農地・農業用施設等）の災害復旧に

必要な経費等 

２．その他（実用準天頂衛星システム事業推進調査）                       7 億円 

実用準天頂衛星システムの整備に向けた調査に必要な経費 

Ⅲ.Ｂ型肝炎関係経費                       480 億円 

特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者に対する給付金等を支給するために必要な経費 

合  計           12兆1,025 億円 

※3 中小企業組合等共同施設等災害復旧事業（グループ補助金）については、東日本大震災復旧・復興予備費で1,249億円を措置。 
（注1）財政投融資計画については、株式会社日本政策金融公庫等に対し、1兆3,421億円を追加する。 
（注2）為替市場のいかなる動向にも十分な余裕をもって機動的な対応を行いうるようにするため、特別会計予算総則において、外国為替

資金特別会計の外国為替資金証券発行等限度額を、23年度当初予算における150兆円から165兆円へと引き上げる。 
（注3）このほか、特別会計予算総則において、原子力損害賠償支援機構法に基づき、原子力損害賠償支援機構に資金拠出するための交

付国債の発行限度額を2兆円から5兆円へと引き上げる。 
（注4）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 



３．我が国財政を家計にたとえたら 

＜１か月分の家計にたとえた場合＞ 

１世帯月収    40万円                

必要経費総額   84万円  
 
 家計費        67万円 
 
 うち田舎への仕送り 15万円 
 
 ローン元利払        17万円 

不足分＝借金   44万円 

ローン残高   6,419万円 

＜平成23年度一般会計（3次補正後）＞ 

税収＋税外収入 50.6兆円          

 
一般会計歳出 106.4兆円 
 
 基礎的財政収支対象経費  
             84.8兆円 
 
  うち地方交付税等19.1兆円 
 
 国債費       21.6兆円 
 

公債金収入＝借金 55.8兆円 

公債残高    676兆円 

こうした借金が累積して、年度末には・・・・ 

＝ ＝ 

ー ー 

 我が国を、月収40万円の家計にたとえると、一月当たり44万円の借金をして、毎月の家計を成り立た
せていることになり、６千万円強のローンを抱えていることになります。 
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４．一般会計における歳出・歳入の状況 

 我が国財政は歳出が歳入を上回る状況（財政赤字）が続いています。近年、景気の回復や財政健全
化努力により、歳出と歳入の差額は縮小傾向にありましたが、平成20年度以降、景気悪化に伴う税収
の減少等により再び拡大しています。 

（注１）平成22年度までは決算、23年度は３次補正後予算による。 
（注２）平成２年度は、湾岸地域における平和回復活動を支援するための財源を調達するための臨時特別公債を約1.0兆円発行。 
（注３）平成23年度は、東日本大震災からの復興のために平成23年度～平成27年度まで実施する施策に必要な財源について、復興特別税の収入

等を活用して確保することとし、これらの財源が入るまでの間のつなぎとして復興債を発行（平成23年度：11.6兆円）。 
（注４）歳入の「その他収入」とは、官業益金及官業収入（病院収入など）、政府資産整理収入（国有財産売却収入や回収金収入など）及び雑収入

（日本銀行等による納付金や特別会計からの受入金など）等である。 
 

○一般会計の歳出及び歳入 （兆円） 

一般会計歳出 

一般会計税収 

特例公債発行額 

４条公債発行額 
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50 55 60 元 5 10 15 20 23

20.9 43.4 53.0 65.9 75.1 84.4 82.4 84.7 106.4

基礎的財政収支対象経費 19.8 37.9 42.8 53.8 61.4 66.7 66.9 65.5 84.8

　うち地方交付税交付金等 3.3 7.0 9.7 15.0 13.9 14.3 17.4 15.7 19.1

　国債費 1.1 5.5 10.2 12.1 13.7 17.7 15.5 19.2 21.6

16.2 29.9 41.7 60.6 61.0 55.8 50.3 55.3 50.6

13.8 26.9 38.2 54.9 54.1 49.4 43.3 44.3 40.9

2.4 3.0 3.5 5.7 6.9 6.4 7.0 11.1 9.6

5.3 14.2 12.3 6.6 16.2 34.0 35.3 33.2 55.8

25.3 32.6 23.2 10.1 21.5 40.3 42.9 39.2 52.5　公債依存度（％）

　年度

　歳出

　歳入（税収及びその他収入）

　公債発行額

　税収

　その他収入

復興債発行額 



５．公債残高の累増 

 我が国の公債残高は、年々増加の一途をたどっています。平成23年度末の公債残高は676兆円に上
ると見込まれていますが、これは税収約17年分に相当し、将来世代に大きな負担を残すことになりま
す。 

9 

（注１）公債残高は各年度の３月末現在額。ただし、平成23年度末は３次補正後予算に基づく見込み。 
（注２）特例公債残高は、国鉄長期債務、国有林野累積債務等の一般会計承継による借換国債を含む。 
（注３）平成23年度は、東日本大震災からの復興のために平成23年度～平成27年度まで実施する施策に必要な財源について、復興特別税の収入等

を活用して確保することとし、これらの財源が入るまでの間のつなぎとして復興債を発行。 
（注４）平成23年度末の翌年度借換のための前倒債限度額を除いた見込額は664兆円程度。 

年 度 40 45 50 55 60 元 5 10 15 20 22 23

公債残高（対ＧＤＰ比） 0.6 3.7 9.8 28.4 40.7 38.7 39.9 58.7 92.6 110.9 132.8 139.7
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４条公債残高 

特例公債残高 

一般会計税収の約１７年分に相当 
（平成23年度一般会計税収予算額：約４１兆円） 

平成２３年度末公債残高 

 
約６７６兆円 （見込み） 

 
↓ 
 

国民１人当たり  約５２８万円 
   ４人家族で 約２，１１２万円 

 
※勤労者世帯の平均年間可処分所得 

約５１６万円 
（平均世帯人員 3.4１人） 

（注）可処分所得、世帯人員は、総務省「平成２２
年家計調査年報」による。 

復興債残高 
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６．一般会計歳出の構成の変化 

７．利払費と公債残高 

 一般会計歳出に占める国債費の割合は、公債発行の累増により趨勢的に高くなってきており、他の政
策的な支出を圧迫しています。 
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 他国に例を見ない債務残高の累増もあり、今後、金利が上昇すれば、利払費の大幅な増加が懸念さ
れます。 

（注１）利払費は、平成22年度までは決算、23年度は3次補正後予算による。 
（注２）公債残高は各年度３月末現在高。ただし、平成23年度末は3次補正後予算に基づく見込み。 

（注）平成12年度までは決算、23年度は3次補正後予算による。 




